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基準１０ 財務 

（１）観点ごとの自己評価 

観点10－１－①： 学校の目的に沿った教育活動を安定して遂行できる資産を有しているか。

また，債務が過大ではないか。 

（観点に係る状況） 

本校の資産については，文部科学省から出資された土地及び建物・立木竹, 工作物の資産

を有しており，教育活動等を将来にわたって適切かつ安定して遂行するため高等専門学校設

置基準に基づいた必要な資産を有している。平成１７年４月末現在におけるその資産現在額

は，資料１０－１－①－１のとおりである。 

 また，債務については，資料１０－１－①－２及び資料１０－１－①－３が示すように運営費

交付金等の範囲内で健全に運営している。 

 

（資料１０－１－①－１） 

 「資産現在額一覧表」 

 

（出典 財務会計システム）
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（資料１０－１－①－２） 

「貸借対照表」 

 

（出典 財務会計システム）

 

 

 

 

 

（資料１０－１－①－３） 

「損益計算書」 

 

（出典 財務会計システム）
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（分析結果とその根拠理由） 

平成１６年度に独立行政法人へ移行するにあたり，国から現物出資を受けた国有財産について，

本校が管理する資産（国有財産：土地，建物，工作物，立木竹）の時価評価を行い独立行政法人

国立高等専門学校機構会計規則第３４号第３１条の３において「固定資産は，その増減及び異動

を帳簿によって物件別に管理するものとする。」ことから財務会計システム（資料１０－１－①

－４）の資産管理メニューによる固定資産データ一覧で管理し，財務会計管理メニューでは，損

益計算書，キャッシュフロー精算書，決算精算表により財政状態及び運営状況を明らかにしてい

ることから健全な運営および十分な財政基盤を有している。 

  

（資料１０－１－①－４） 

「財務会計システム」 

 

                              （出典 財務会計システム） 
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観点10－１－②： 学校の目的に沿った教育研究活動を安定して遂行するための，経常的収入

が継続的に確保されているか。 

（観点に係る状況） 

 高専機構から予算配分される運営費交付金（資料１０－１－②－１）および授業料等収入

等（資料１０－１－②－２）を教育活動等の基本的財源とし，これらに加え奨学寄附金，共

同研究・受託研究，科学研究費補助金（資料１０－１－②－３）などの外部資金獲得により

経常的収入が継続的に確保されている。 

 

＊運営費交付金は，自己収入を含む。 

 

（資料１０－１－②－２） 

「授業料・入学料・検定料収入額（年度別）」 

 

 （出典 歳入決算書）

（資料１０－１－②－１） 

「国立学校特別会計・運営費交付金関係」 

（出典 学校要覧）
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（分析結果とその根拠理由） 

 運営費交付金等の基本的財源は勿論のこと，高専機構等の各種競争的資金及び外部資金獲得に

も積極的に取り組み，安定した教育研究活動等が展開できるような体制を整備している。特に，

平成１６年度科学研究費補助金の獲得においては，全国高専の１位を占めるなど外部資金獲得に

校長のリーダーシップのもと全校あげて取り組んでいる。 

 また，平成１７年度からは毎年度運営費交付金（特定の人件費を除く。）が前年度の１％（効

率化係数）削減となり，業務の効率化，経費の節減・節約に努めるとともに今後さらなる収入の

確保が必要となる。 

 

観点10－２－①： 学校の目的を達成するための活動の財務上の基礎として，適切な収支に係

る計画等が策定され，関係者に明示されているか。 

(観点に係る状況) 

 本校の目的を達成するするための活動の財務上の基礎として予算配分計画を策定し，協議会

において審議を行い，予算配分（資料１０－２－①－１）として教育研究及び管理運営に必要

な経費を配分している。その審議内容，決定事項については，随時，教員会議，事務連絡会議

を通じ，周知をしているとともに，財務に関しては，収支予算決算額を学校要覧に掲載し貸借

対照表及び損益計算書をグループウェア（スカイボード）に掲載して関係者に明示している。 

なお，予算配分に当たっては，「法人化後の本校の運営指針」（資料１０－２－①－２）に

則り配分している。 

（資料１０－１－②－３） 

「外部資金関係」 

（出典 学校要覧）
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（資料１０－２－①－１） 

「平成１６年度予算配分書」 

 

（出典 平成１６年７月１日協議会議資料№１）

 

（資料１０－２－①－２） 

「法人化後の本校の運営指針について」 
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                  （出典 平成１５年１２月２４日教員会議資料№５）

 

(分析結果とその根拠理由) 

  財務に係る計画等については，本校の目的を達成するため独立行政法人国立高等専門学校機構

が掲げている中期目標，中期計画を踏まえて策定している。 

なお，本校の予算配分書（資料１０－２－①－１）については，法人化後の本校の運営指針

（資料１０－２－①－２）を基に協議会において審議され教員会議等を通して教職員に示され，

その具体的施策についても協議会及び教員会議で周知を図り実施されている。 

 

観点10－２－②： 収支の状況において，過大な支出超過となっていないか。 

（観点にかかる状況） 

予算は，学内事業内容及び規模を表すものであることから，事業内容及び規模を的確に表

現できる予算科目とした。また，決算は，高専機構会計基準に基づく財務諸表により公表さ

れることから損益計算書科目に準拠した予算科目を設定した。特定の事業を実施する経費に

ついては予算科目を設定し，他の経費と混同して使用しても差し支えない経費については積

算事項とした。但し，予算配分書（資料１０－２－①－１）の予算配分方針にあるように予

算の執行に当たっては，説明責任の観点から適正な執行となるように協議会及び教員会議等

で周知徹底している。 

 なお，支出については，機構本部が一括管理している財務会計システム（資料１０－１－①－

４）において毎月締め作業を行い管理しているので過大な支出超過にはなっていない。 

 

（分析結果とその根拠理由） 

 資料１０－１－①－３で示すように収支決算については，財務会計システムで一元管理されて

おり毎月締め作業を行い確認しているため過大な支出超過になっていない。 
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観点10－２－③： 学校の目的を達成するため，教育研究活動（必要な施設・設備の整備を含

む）に対し，適切な資源配分がなされているか。 

（観点にかかる状況） 

教育研究活動に対する予算配分については，予算配分書の予算配分方針に基づき，管理運

営費（人件費，管理運営費），学科（教室）等教育研究経費（教育研究に必要な経費，学生

支援に必要な経費），施設等維持管理経費に区分して事務・事業の継続性及び円滑な実施に

配慮した予算配分となっている。また，教育研究活動の活性化を図るため，競争的資金（校

長裁量経費）をプロジェクト計画経費，実験・実習用等設備経費として教育研究経費の１

０％を確保し各学科，教員等からの申請により校長によるヒヤリングを実施し重点配分して

いる。（校長裁量経費の採択及び配分状況（資料１０－２－③－１）） 

 

（資料１０－２－③－１） 

「校長裁量経費の採択及び配分状況一覧」 

（出典 協議会資料）

 

（分析結果とその根拠理由） 

学内の予算配分では，事業の継続性及び円滑な実施に配慮した予算配分となっており，

教育研究活動の活性化を図るため競争的環境を創出し，その質の向上と充実した教育環境

の整備を行い，競争的資金の確保により，適切な資源の重点配分がなされている。 

 なお，平成１６年度からは，自己収入金及び高専機構からの運営費交付金とで賄うこととな

り，更に，１７年度からは特定の人件費を除き毎年１％の効率化係数による削減となり更なる

合理化，効率化を図るため本校においては，法人化後の本校の運営指針（資料１０－２－①－

２）のとおり中期計画の具体化，外部資金に対するオーバーヘッド，教育評価に基づく配分等

により業務の効率化，経費の節減・節約に努めている。 

 

観点10－３－①： 学校を設置する法人の財務諸表等が適切な形で公表されているか。 

（観点にかかる状況） 

本校の財務諸表等については，資料１０－３－①－１に示すとおり独立行政法人国立高等専

門学校機構会計規則第４３条，第４４条及び独立行政法人国立高等専門学校機構会計事務取扱

規則１７条，１８条，１９条，２０条において財務会計システムにより決算書類（資料１０－

１－①－２，資料１０－１－①－３）を作成し，理事長に提出することとなっている。なお，

本校の財務諸表等については，グループウェア（スカイボード）に掲載し関係者に明示してい

る。 
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（資料１０－３－①－１） 

「関連法令等」 

○ 独立行政法人国立高等専門学校機構会計規則 
（月次決算） 

第４３条 出納命令役は，毎月末日において総勘定元帳を締め切り，月次の財政状況を明らかにするため，合計残高

試算表を作成し，翌月１５日までに理事長に提出しなければならない。 

（年度末決算） 

第４４条 年度末決算に際しては，当該年度末における資産・負債の残高並びに当該期間における損益に関し真正な

数値を把握するための各帳簿の締め切りを行い，資産の評価，債権・債務の整理，その他決算整理を的確に行って，

所定の手続きに従って決算数値を確定しなければならない。 

２ 理事長は，前項の整理を行った後，翌事業年度５月末日までに次の各号に掲げる書類を作成しなければならない。

一 貸借対照表 

二 損益計算書 

三 キャッシユ・フロー計算書 

四 利益の処分又は損失の処理に関する書類  
五 行政サービス実施コスト計算書 

六 附属明細書 

３ 前項各号の書類の様式は，別に定めるものとする。 

○ 独立行政法人国立高等専門学校機構会計事務取扱規則 
（月次決算） 

第１７条 出納命令役は，会計規則第４３条の規定による合計残高試算表を提出する場合は，予算執行状況集計表を

添付しなければならない。 

２ 出納命令役は，月次決算にあたり，次の各号の事項を実行しなければならない。 

一 預金残高，借入金残高について，通帳等の残高と預金出納帳等の残高との照合を行う。 

二 固定資産について，資産管理システムと財務会計システムのデータの照合を行い，取得，売却，廃棄及び異動

等の処理が適切になされていることの検証を行う。 

三 運営費交付債務及び授業料債務については，収益化の基準により処理を行う。 

四 債権・債務及び仮勘定の内容について検証を行う。 

（年度末決算） 

第１８条 出納命令役は，毎事業年度末における資産，負債及び資本並びに収益及び費用について，次の各号に掲げ

るところにより年度末決算を行わなければならない。 

一 預金残高及び借入金残高について，金融機関等から残高証明書を取り寄せ，残高を確かめ，預金出納帳等と照

合する。差異があるときは，銀行等勘定調整表を作成し，必要に応じて修正する。 

二 棚卸資産について，実地にその在高を検証する。 

三 償却を要すべき固定資産については，定額法を採用するものとし，毎事業年度において減価償却資産の耐用年

数等に関する省令（昭和４０年大蔵省令第１５号）別表を考慮のうえ減価償却を行うものとする。 

四 経過勘定項目について，必要に応じた計算を行い，振替伝票により決裁を受けるものとする 

五 運営費交付金債務及び授業料債務については，収益化の基準により処理を行う。 

六 その他決算整理に関する修正処理について，振替伝票により決裁を受けるものとする。 

（様式等） 

第１９条 会計規則第４４条第３項に規定する書類（第六号による附属明細書を除く）は，次の各号に掲げるとおり

とする。なお，その様式については，電子媒体によるものを含み，別に定めるものとする。 

一 貸借対照表                

二 損益計算書                

三 キャッシュ・フロー計算書         

四 利益の処分又は損失の処理に関する書類   

五 行政サービス実施コスト計算書       

２ 会計規則第４４条第２項第六号による附属明細書は，それぞれ担当する会計機関で作成する。 

（財務諸表及び決算報告書） 

第２０条 機構本部の出納命令役は，年度末決算の結果を取りまとめ，財務諸表及び決算 報告書を作成し，会計規

則第４４条に規定する年度末決算に必要な決算書類を作成し，翌事業年度５月末日までに理事長に提出しなければな

らない。  

（出典 独立行政法人国立高等専門学校機構規則）
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（分析結果とその根拠理由） 

独立行政法人国立高等専門学校機構による財務会計システムについては，本支店会計処理機

能により支店である高専各校の合計残高試算表データを取り込み，機構本部において本支店合

算の損益計算書及び貸借対照表を作成し文部科学省へ提出することとなっている。なお，財務

諸表については，機構本部において独立行政法人通則法第３８条により当該事業年度終了後三

ヶ月以内に主務大臣に提出し，承認を受けた後，官報に公示し，書面を備え置き，また，ウェ

ブサイトへ掲載する予定である。 

 

観点10－３－②： 財務に対して，会計監査等が適正に行われているか。 

（観点にかかる状況） 

本校の会計監査等については，独立行政法人国立高等専門学校機構会計規則第４５条の規定

に基づき資料１０－３－②－１に示すとおり本校における内部監査要項に従い会計経理につい

てその事態を把握し，これが常に適正かつ効率的に執行されるよう指導，監督することになっ

ている。 

 

（資料１０－３－②－１） 

「会計内部監査結果報告書」             

 

 

（出典 会計内部監査結果報告書より）

 

（分析結果とその根拠理由） 

会計内部監査結果報告書で示すように本校の内部監査要項に基づき会計処理に熟知した事務

職員により適正な監査を受けている。なお，平成１７年１月には，機構本部による監事監査お

よび内部監査が実施され平成１６年１１月には東海北陸地区の国立高専相互会計監査も行われ

た。 

以上のことから，十分に監査が行われている。 
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 （２）優れた点及び改善を要する点 

（優れた点） 

本校の学習・教育目標を達成するための財源確保並びに予算の重点的配分など，適正かつ効率

的な予算の執行に対する努力が行われている。 

 

（改善を要する点）  

今後，運営費交付金の減額及び中期計画における効率化に対応するためにも外部資金による

自己収入確保が重要になってくる。よって，科学研究費補助金の採択率を上げるための取組み

あるいは奨学寄付金，受託研究，共同研究などの各種財団等の教育・研究助成等の申請など一

層推進する必要がある。 

 

 

（３）基準１０の自己評価の概要 

 本校における教育活動等を将来にわたって適切かつ安定して遂行するために，必要な校

地・校舎・設備等の資産を有するとともに，授業料・入学検定料・入学料等の諸収入の状

況や国立高等専門学校機構運営費からの学校運営に必要な基本的財源は勿論のこと，外部資

金獲得（奨学寄付金，共同研究，受託研究，科学研究費補助金）にも積極的に取り組み，安定

した教育研究活動等が展開できるように体制を整備している。 

財務に関する項目を含めた中期計画が運営委員会で決定され，その内容がウェブサイト等

で関係者に明示されている。また，予算配分に関しては，限られた予算を効果的に配分する

ため，校長のリーダーシップの基で教育研究経費の１０％を確保し競争的資金「校長裁量経

費」として各学科，教員等からの申請により重点配分している。そのことにより教育研究活

動の活性化とその環境の整備を図る他，競争的資金による研究に伴った共同研究への発展が

見込まれるなど，地域社会との連携強化を推進する上でも有効な配分となっている。 

 なお，法人化後，監査法人等における監査機関において順次監査が実施され適正な財務会計

処理が行われている。 

 

 以上のことから本校の財政基盤の安定が図られ，収支に関する計画等の策定・履行も十分に

なされており，更に財務関係の監査等が適切に実施されている。 
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